
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（繰入金等）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

H26

 概算事業費（B（A）+C） 90,064 5,240 4,488 4,484

概　算

人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

826 826 826 826

0 0 0 0

89,238 4,414 3,470

3,658

Aの

財源
101,502 4,635 3,662 3,658

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

当初予算 0 14,552 14,962 5,992

H25末

（実績）

H26

合計 5,992 -2,334 3,658

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度 26補正後26補正後26補正後26補正後

H27

目標

補正予算 101,502 -9,917 -11,300 -2,334

合計（A) 101,502 4,635 3,662

5,927 -2,400 3,527

（補正後）

被災幼児就園支援事業

補助金・

交付金

入園料・保育料（授業料）を補助。 50 65 115

東日本大震災により被災し、経済的理由により就学・就園が困難な幼児、児童、生徒の教育機会の確保。

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

（補正前） （２月補正）

基金運用利息 15 1 16

被災児童生徒就学援助事業

補助金・

交付金

学用品費等、学校給食費、医療費を補助。

目指す姿 東日本大震災により被災し、経済的理由により就学・就園が困難な幼児、児童、生徒の教育機会を確保する。

現状 市町村が行う就学援助・就園支援事業に要する経費に対し補助。（対象者45人）

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金交付要綱

県民との協働による実施： 検討中

実施期間 Ｈ２３ ～ Ｈ２６

課・室 義務教育課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail gimukyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

事業番号 14 02 03 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 被災児童生徒就学等支援事業費被災児童生徒就学等支援事業費被災児童生徒就学等支援事業費被災児童生徒就学等支援事業費
担

当

課

部局 教育委員会事務局


